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Ⅰ 序論 
 
1  合併の必要性 
地方分権の推進、三位一体改革と地方行政は大きく変化しようとしています。厳しい

経済雇用情勢、防災、環境問題への対応が急務の課題となるなか、少子高齢化、高度情

報化の波も確実に押し寄せています。 

また、右肩上がり経済の終焉とともに、行財政運営への影響も懸念されます。このよ

うな状況において、社会資本が充実し、高い年少人口割合を示す那賀川町及び羽ノ浦町

と、産業集積率が高く現在、地方交付税の不交付団体である阿南市が合併することで地

域が活性化し、スケールメリットにより行財政基盤が拡充された『力強い』自治体の構

築が可能となります。 

阿南市、那賀川町及び羽ノ浦町（以下「一市二町」という。）の状況がどのように

なっているか、地域の現状と課題について確認することにします。 

 

（ 1 ） 日常生活圏の拡大 

 一市二町における日常生活圏の状況を知るために、「通勤・通学圏」と「買い物行動」

に着目します。 

  

①通勤・通学圏 

 通勤・通学の状況は、次の図のようになっています。 
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那賀川町、羽ノ浦町から徳島市、小松島市、阿南市への流出が目立っていますが、阿

南市からの流出はさほど見られません。那賀川町から阿南市が27.1％（平成12年度）、

羽ノ浦町から阿南市が23.7％（平成12年度）と特に高い比率となっているのが特徴と

なっています。 

 

②買い物行動 

 買い物行動の状況は、次の図のようになっています。 

 徳島市や、小松島市への流出が見られるものの、阿南市、羽ノ浦町への流入が目立ち

ます。こうしたことから、阿南市、羽ノ浦町を中心とした商圏が形成され、買い物にお

いては、一市二町内に収まる傾向があることがわかります。 
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③日常生活圏とまちづくり 

 以上のデータ結果から、日常生活圏では阿南市、那賀川町、羽ノ浦町の一市二町が強

い結びつきを持っていることがわかります。また域内にとどまらず、徳島市、小松島市

へと行動範囲は拡がり、県の中心となる徳島東部地方拠点都市地域としてふさわしいま

ちづくりを進めていく必要があります 

 

（ 2 ） 広域行政の現状 

現在の市町の区域を越えて実施されている広域行政の状況について確認することにし

ます。一市二町の関係する一部事務組合の状況をみると、３つの事務について一緒に事

務が行われており、さらに那賀川町と羽ノ浦町はもうひとつ一緒に行っています。 
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また、県出先機関等の所管区域は次のようになっています。 

 これらのことから、一市二町における事務の調整が行われており、行政の単位として

一体性があることがわかります。 
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（ 3 ） 少子・高齢化への対応 

 少子・高齢化の進展に伴い、保健・医療や福祉への要望がさらに高まることが予想さ

れます。市町村においては、保健・福祉サービスが円滑に提供できるよう、人材の確保

とともに専門性の向上が求められていますが、コストの増大や人材の不足が懸念されて

います。 

 また、生産年齢（15～64歳）人口の減少に伴う地域経済の活力低下や税収の減少など

により、さらに対応が困難になる場合が考えられます。一市二町においては、老年人口

割合が全国の水準を上回り、この点について特に考慮しなければなりません。 

 そのため、市町村合併により財政力・行政能力の強化を図り、少子・高齢化に伴う行

政需要に応えていくことが必要となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ 4 ） 地方分権の進展 

地方分権一括法が平成12年４月１日に施行され、地方分権がますます進んでいます。

地方分権時代においては、基礎自治体として、自らの判断と責任で特性を充分活かした

地域社会を実現しなければなりません。 

 このため、財政基盤の強化や行政の効率化を図ることはもちろんのこと、地域の実情

に応じた創意工夫を行い、住民参加のもと、行政サービスや各種施策を主体的に決定・

実施することが求められます。 

 権限移譲に伴う事務量の増加、専門分野を担うことができる職員の養成、政策立案能

力の向上など多様化する行政課題への適切な対応のためにも、市町村合併による、分権

時代にふさわしい組織体制の整備が必要です。 



6

 

（ 5 ） 厳しい財政状況 

①国の状況 

 平成１６年度地方財政計画においては、法定５税の税収より地方交付税の原資となる

額が11.2兆円であるにもかかわらず、地方公共団体への配分に必要な額は21.1兆円に上

り、差額9.9兆円の収支の不均衡が生じています。この解消のため、地方公共団体は徹

底した歳出の削減を求められています。 

 この収支不足への対応のため、国において借り入れを行い財源を補填してきましたが、

その債務残高は50.2兆円となっています。このうち、32.8兆円は将来の原資（法定５税

分）から返済しなければならないため、地方交付税の大幅な減少を見込んでおく必要が

あります。 
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②一市二町の状況 

 一市二町の歳入構造を見ると、自主財源が歳入全体の58％（平成14年度決算の一市二

町計）となっています。一方、地方交付税等の依存財源が３割以上を占めることから、

国の制度改革の影響を少なからず受けることが予想されます。 

 こうした情勢に対応するためにも行財政の効率化を図ることが必要であり、そのため

の効果的な方策が市町村合併だといわれています。 
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2  計画の位置づけ 
 

（ 1 ） 合併特例法上の位置づけ 

 この「新市まちづくり計画」は、市町村合併の特例に関する法律第５条第１項の規定

に基づく「市町村建設計画」として策定するものです。 

 

（ 2 ） 一市二町の総合計画との関係 

 総合計画は、各市町村において総合的かつ計画的行政運営の指針となりうるものであ

るため、「新市まちづくり計画」の内容も、一市二町の総合計画で定められている基本

理念や施策に十分配慮して策定するものです。 

 

（ 3 ） 新市の基本計画との関係 

 「新市まちづくり計画」は合併に際し、住民に対して新市の将来に関するビジョンを

示すとともに、マスタープランとしての役割も果たすものであることから、合併後、

新市において策定される基本計画においてもこの計画が尊重され、その趣旨・内容等を

活かした形で審議されることを想定しているものです。 

 
 
 
 
 
 
 
 
3  計画策定の方針  
 

（ 1 ） 計画の目的 

 本計画は、阿南市、那賀川町及び羽ノ浦町の合併後に新市のまちづくりを推進・整備

していくための基本方針を定めるとともに、これに基づく「まちづくり計画」を策定し、

その実現を図ることにより一市二町の一体性を促進して、住民福祉の向上及び地域の均

衡ある発展を効果的に図ろうとするものです。 

 

（ 2 ） 計画の構成 

 本計画は、新市のまちづくり基本方針、新市まちづくりの主要施策、公共的施設の統

合整備及び財政計画を中心として構成します。 

 

（ 3 ） 計画の期間 

 本計画は、平成18年度から平成32年度までの15か年とします。 

 

（ 4 ） 計画策定における留意事項 

 計画策定にあたっては、次の点に留意し、策定することとします。 
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① 一市二町の長期総合計画等との比較検討、進捗状況の把握を行うとともに、住民の

意向などを参考とします。また、合併におけるスケールメリットを最大限に発揮し、行財

政改革を積極的に推進することで、行政サービスの低下を最小限に抑えることにします。 

② まちづくり計画の基本方針は、厳しい財政状況並びに一市二町の現状を踏まえて長

期的視野に立って策定するものとし、基本方針を実現するための主要事業においては、

一市二町の抱える課題の解決を目指します。さらに合併を機に、住民による積極的な行

政参加を推進し、官民協働での行政運営等、行政サービスの質の転換を図ります。 

③ 主要事業の策定にあたっては、地域の特性、伝統及び文化・歴史を考慮し、中心部

と周辺部とのバランスのとれた発展を目指します。事業実施においては、そのための財

源が住民サービスを圧迫することがないようにし、また、合併の効果を早期に発揮する

ために有効な事業を計画的に位置づけます。 
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Ⅱ 一市二町の概況 
 
1 一市二町の現況 
 

（ 1 ） 行政区画の変遷 

 一市二町の成立過程は次のようになっています。明治の大合併により１５村となり、

昭和の大合併により現在の一市二町に至っています。 

 

 ①阿南市 

 

 明治22年の市制・町村制施行に伴い、現在の阿南市を構成する12か村が誕生し

ました。町村合併促進法の施行により、昭和29年に富岡町、宝田村、中野島村、

長生村、大野村が合併して富岡町になり、昭和30年には加茂谷村、見能林村、桑

野町を編入しました。また、昭和30年には橘町、新野町、福井村、椿町が合併し

て橘町となり、昭和33年の市制施行により現在の「阿南市」が発足しました。 

  

 

②那賀川町 

 

明治22年の市制・町村制施行に伴い、芳崎、今津浦、八幡、色ヶ島、手島、黒

地、小延、島尻、敷地、江野島が今津浦村に、中島、北中島、原、西原、大京原、

古津、三栗、赤池、苅屋、工地、上福井が平島村として誕生しました。大正10年

には今津浦村は今津村と改称し、昭和31年に平島村と合併して現在の「那賀川町」

が発足しました。 

                    

                    

 ③羽ノ浦町 

 

 明治22年の市制・町村制施行に伴い、宮倉村、中庄村、古毛村、岩脇村、古庄

村が羽ノ浦村として誕生しました。その後、大正７年の町制施行により羽ノ浦町

となり、昭和29年には明見地区を大野村から編入して現在の「羽ノ浦町」となり

ました。 
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（ 2 ） 位置・地勢 

 一市二町は、紀伊水道に面した徳島県東部の中央海岸線に位置しています。 

 北部は那賀川下流域の沖積平野を中心に県内屈指の米作地帯を形成し、南部は橘湾沿

岸に良港を有するとともに、その隣接部は工業開発の拠点でもあり、西部は四国山系の

東端に連なる山地となっています。 

 海岸地域は室戸阿南海岸国定公園に指定され、特に蒲生田岬はその海岸美とともに、

毎年５月から８月にかけてアカウミガメが産卵のために上陸することで知られています。

その東の海上約６km には伊島、前島、棚子島があります。 

 交通ではＪＲ牟岐線、国道55号といった県南に至る大動脈が縦断し、国道195号、さ

らには高速バス利用により阪神大都市圏へのアクセスの利便性が向上するなど、県南地

域の拠点となっています。 
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（ 3 ） 気候 

 徳島地方気象台による、平成15年の気温及び降水量は次のとおりです。太平洋気候に

属し、温暖で日照時間が長く、夏場を中心に降水量が多いのが特徴となっています。 
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（ 4 ） 人口・世帯 

 平成12年国勢調査による一市二町の人口及び世帯数については次の表やグラフのとお

りです。 

 人口は78,971人であり、徳島市に次ぐ県内第２位の規模となります。一般世帯数は 

25,021世帯、１世帯あたり人員は3.09人となっています。また、65歳以上親族のいる世

帯割合は44.9％と県全体の水準を上回っていますが、そのうち単身世帯の割合は、逆に

県全体よりも低い6.6％となっています。 
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（ 5 ） 面積 

 一市二町の総面積は279.39ｋ㎡で、徳島県全体の6.7％を占めることになります。 

 また、可住地面積は128.93ｋ㎡、可住地面積割合が46.1％となり、県全体と比較して

大幅に高い割合となっています。 
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（ 6 ） 産業別就業人口 

 平成12年度国勢調査による一市二町の就業人口割合は次のとおりです。全体では第３

次産業が５割を超え、最も多くなっています。特に羽ノ浦町では第３次産業の占める割

合が６割近くとなり、その反面、第１次産業の占める割合が少なくなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ 7 ） 地域指定 

 一市二町の地域指定は次のとおりです。 

 阿南市の辺地数は７、離島は伊島が指定を受けています。 
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2 主要指標の見通し 
 

（ 1 ） 人口 

 一市二町の人口は、昭和50年（1975年）から平成２年（1990年）調査時点では８万人

を超えていましたが、以降は減少を続けています。この傾向はさらに強まり、2030年に

は67,000人を割り込み、ピーク時の約８割になると見込まれています。 

 一方、年齢別の構成比を見ると、平成７年（1995年）調査時点で老年人口（65歳以上）

割合と年少人口（15歳未満）割合が逆転し、以降その差は拡がっています。老年人口割

合は平成12年（2000年）調査時点では21.8％に達し、2030年には３人に１人が老年者と

なることが予想されています。 
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（ 2 ） 世帯 

 世帯の推移を見ると、核家族化により世帯数は増加しており、平成12年には25,000世

帯を超えています。また高齢化の進展により、65歳以上の親族のいる世帯の割合、その

うち単身世帯の割合ともに上昇しています。今後、老年人口割合の増加に伴い、この傾

向が続くものと考えられます。 

 全国的に見ると、“日本の将来推計人口(中位推計)によると，総人口は2006年の１億 

2,774万人をピークとして以後減少に転じるのに対し，一般世帯総数のピークは2015年

の5,048万世帯で，総人口より９年遅れて減少に転じる”〔国立社会保障・人口問題研究

所：日本の世帯数の将来推計（全国推計－平成15年10月推計）〕と予想されています。 
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Ⅲ 新市まちづくりの基本方針 
 
1 新市の将来像 
少子高齢化、地方分権、環境問題、高度情報化、厳しい経済情勢など社会の動向は大き

く変化しようとしています。また、地域防災体制の早急な整備が求められています。地域

の個性を輝かせるとともに、市民一人ひとりが安心して充実した暮らしができるよう、次

のようなまちの姿を想定します。 

 

●県南の中核都市にふさわしい基盤の充実した力強いまち 

●創造性と活力あふれる産業があり、魅力あるまちづくりをとおして若者が定住するまち 

●災害に強く、全ての人々が安心して快適に、いきいきと暮らせるまち 

●豊かな自然と調和し、自然環境の保全と歴史文化を継承するまち 

●人々の交流を通じて豊かな心をはぐくみ、一人ひとりが尊重されるまち 

 
 
2 新市の基本理念 
新市では、目指すべき将来像を踏まえ、 

 

 

  自然、文化、心 ともにふれあう活働
・ ・

都市“阿南” 
 
 
を基本理念に掲げ、まちづくりを進めていきます。 

 

◆自然、文化、心 ともにふれあう 

 自然環境や田園景観、歴史の里としての文化・史跡を保存しつつ、交流圏の拡大や国際

化にふさわしい豊かな心がふれあう地域社会を実現します。 
 

◆活働
・・
都市 

 農林水産業から商工業にいたるまでのあらゆるものを生み出す産業基盤、安心して暮ら

せる防災基盤が整い、一人ひとりが、活発に学び、働くことにより、まち全体が前進して

いくイメージを表しています。 
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3 新市の目標 

 新市においては、「自然、文化、心 ともにふれあう活働
．．
都市“阿南”」という基本理 

念のもと、地域の均衡ある発展に留意しつつ、地域福祉、教育・文化活動を促進して市民

参画によるまちづくりを行います。また、自然や生活環境に配慮しながら、産業活動の振

興にも努めます。 

 新市の目指すべき将来像の実現に向け、まちづくりの目標を次のとおりとします。 

 

     ○活力をよぶ創造のまちをめざす 

     ○人々が行き交う定住のまちをめざす 

     ○自然あふれる潤いのまちをめざす 

     ○心かよう健やかなまちをめざす 

     ○歴史と個性が輝く学びのまちをめざす 

     ○参加と協働のまちをめざす 

 

●活力をよぶ創造のまちづくり 

 生鮮食料あるいは工業製品の発信基地として、ものを生み出す力を持った基盤づくりを

進め、新産業の育成、滞在型観光拠点整備、商業の活性化など地域産業が一体となった雇

用創出を目指します。 

 

●人々が行き交う定住のまちづくり 

 地域交通ネットワーク網の整備、景観整備など市域の均衡ある発展、防災対策の充実に

努め、広域的な都市間競争の時代における、定住と交流の魅力的なまちづくりを目指します。 
 

●自然あふれる潤いのまちづくり 

 環境問題が地球規模で問題となるなか、海、川、緑の恵まれた自然環境を保全し、また

資源やエネルギーの効率化による循環型社会の形成を目指します。 
 

●心かよう健やかなまちづくり 

 乳幼児から高齢者まですべての市民が安心して健やかに暮らせるよう、豊かな人間性を

はぐくめる環境づくりに努め、市民の相互支援による健康福祉のまちづくりを目指します。 
 

●歴史と個性が輝く学びのまちづくり 

 歴史・文化遺産を継承、伝達していくとともに、情報化や技術革新への適応、人権尊重

意識の向上、自己実現の場の提供など市民一人ひとりの個性が輝く社会を目指します。 
 

●参加と協働のまちづくり 

 高齢化対策、健康福祉、環境保全、生涯学習、文化活動など市民の主体的な参加のもと、

行政との協力連携、役割分担の明確化など、まちづくりの新しい仕組みづくりを目指しま

す。  
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Ⅳ 新市まちづくりの主要施策 
 

1 施策の体系化 
阿南市としての一体化を促進し、地域の発展と住民福祉の向上を図るため、「自然、文

化、心 ともにふれあう活働都市“阿南”」という基本理念を掲げ、その実現に向け次の

ような施策を展開し、総合的かつ計画的な整備を推進します。 

  

・・
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2 まちづくり事業 
 

（ 1 ） 活力をよぶ創造のまちづくり 

 ①農林漁業の振興 

 農業、林業、水産業を活力あるものとするため、生産者及び関係団体等と協力した生

産から流通までの各体制の整備、森林資源の適切な維持育成、漁場確保のための河川・

海洋環境の保全、安全で安心な農林水産物の生産・供給を推進し、効率的かつ安定的な

経営による魅力とやりがいのある農林水産業の確立を図ります。 

 

②商業・サービス業の振興 

 県南の玄関口にふさわしいまちとして、商業地区の連携により商業ゾーンの再構築を

図り、消費者ニーズに対応した多彩なサービス業の育成・振興を行い、光のまちづくり

など人々の集う個性的な商店街の形成を支援します。 

 

③工業の振興 

 市内立地企業の操業拡大を促進し雇用の場の確保を図るとともに、阿南工業高等専門

学校・地元研究機関との産学官連携による新技術開発、企業の新製品開発や技術の高度

化を支援するなど、高付加価値化、新産業の創出を可能とする基盤づくりに努めます。 

 また、工業団地や石炭火力発電所の周辺環境の整備や地域振興策の促進を図ります。 

  

④観光の振興 

 恵まれた自然、歴史、伝統文化を活かしながら、情緒豊かでやすらぎのある観光地づ

くりを目指します。体験・体感型の観光に視点を置き、民間事業者の創意・工夫による

拠点づくりを支援し、地場産業の活性化や雇用機会の拡充にも寄与する体制を整えます。 

  

⑤雇用環境の充実 

 若者が定住できるための雇用の場の創出と人材の開発養成体制の強化を図ります。ま

た、福利施設等、勤労者が快適に就業できる環境づくりに努めるとともに、高齢者、女

性、障害者などの就労機会の改善にも配慮します。 
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（ 2 ） 人々が行き交う定住のまちづくり 

①調和のとれた土地利用の促進 

 交通条件、地形条件等の地域構造をふまえ、自然環境との共生と調和を図りつつ、総

合的な土地利用を促進します。また、土地区画整理事業や市街地の整備により、産業、

文化、交流、居住など都市機能の計画的な配置整備を進めます。 

  

②道路・交通ネットワークの整備 

 四国横断自動車道及び阿南・安芸自動車道〔桑野道路（仮称）、福井道路（仮称）、日

和佐道路〕については、関係機関と連携し整備促進を図るとともに、幹線道路網からの

国道５５号及び国道５５号バイパス道路へのアクセス道路整備、国道５５号阿南バイパ

スの早期供用を目指します。 

 また、集落間を結ぶ幹線道路の整備や生活関連道路の改良整備、維持・管理により利

便性と安全性の向上を図ります。公共交通機関や離島航路については、その充実・確保

に努めます。 

  

③港湾の整備 

 物流機能をはじめ港湾機能の充実強化を促進するとともに、やすらぎのある港湾空間

の整備に努めます。 

  

④地域情報ネットワークの推進 

  福祉、保健・医療、教育をはじめ、さまざまな分野において情報通信の活用を推進

するとともに、行政情報の電子化と共有化を進め、積極的に地域情報化に取り組みます。

また、地域イントラネット＊１などによりＩＣＴ＊２環境を整備するとともに、ＣＡＴＶ

への活用も検討します。 

 
＊１ 地域の教育、行政、福祉、医療、防災等の高度化を図るための地域の高速情報ネットワーク。  

＊２ あらゆるものが、いつでも、どこでもネットワークによって結ばれる社会の到来に向けての情

報通信技術。 
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⑤防災・消防・防犯体制の充実 

 南海・東南海地震対策をはじめ、各種治山・治水事業、海岸事業等を計画的かつ継続

的に促進するとともに、関係機関との連携強化、自主防災組織・防犯組織の育成など、

地域防災計画に基づく総合的な体制の確立による、安全で災害に強いまちづくりを目指

します。また消防、救急・救助体制の充実強化や市民の防火、防犯意識の徹底を図ります。 

 公共施設にあっては耐震化を図るなど、避難場所としての機能充実にも努めます。 

  

⑥交通安全対策 

 交通安全施設の整備を図るとともに、交通安全計画に基づき、交通安全推進協議会と

の連携、市民の協力による安全で快適な交通環境の整備、交通安全思想の普及・啓発に

努めます。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
＊３ あらゆる体格、年齢、障害の有無にかかわらず、誰もが利用できる製品・サービス等の創造。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（ 3 ） 自然あふれる潤いのまちづくり 

①環型社会の形成 

 省資源や省エネルギーに努めるとともに、自然環境の保全と快適な環境の創造に取り

組むなど、環境への負荷の少ない持続的発展が可能な社会の形成を目指し、循環型のま

ちづくり、自然環境と調和するまちづくりを進めます。  
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②住環境整備 

 公営住宅の整備、民間による住宅、宅地の供給の促進など良好な住宅及び住環境の確

保を計画的に行います。また、誰もが気軽に運動や遊びに親しみながら、健康づくりや

やすらぎが得られるように、公園の整備、緑化の推進を図ります。 

  

③上水道の整備 

 水質の保全とともに、簡易水道の上水道への統合、未普及地帯の解消に努め、水道事

業の効率化と水道水の安定供給を図ります。 

  

④公共下水道等の整備による水環境の保全 

 公共用水域の水質保全を図り、那賀川に代表される豊かな水環境を維持増進させるた

め、公共下水道の整備を図ります。 

 公共下水道の整備が困難な地区については、合併処理浄化槽、農業集落排水施設等の

整備促進により、きれいな水環境の保全に取り組みます。 

  

⑤衛生環境の充実 

 ごみの減量化、ごみ処理の適正化、資源の再使用・再生利用を推進し、し尿処理につ

いては施設の維持管理に努めるなど公衆衛生の向上を図ります。また、廃棄物の自己処

理・地域内処理の原則をふまえ、関連条例の的確な運用と不法投棄などに対する監視体

制の充実を図り、生活環境が損なわれないよう排出事業者及び処理業者に対する適正な

処理の指導に努めます。 

  

⑥水資源の確保 

 水の再利用、中水道＊４の促進などの水資源の有効活用を図るとともに、森林の保水機

能強化などにより、工業用水、農業用水の安定供給に努めます。 

 

＊４ 雨水や処理済み下水など、人体と直接接しない目的で用いる雑用水を供給するもの。 
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（ 4 ） 心かよう健やかなまちづくり 

①地域福祉の推進 

 すべての市民が住み慣れた家庭や地域社会で暮らすことができるように、地域福祉体

制の整備を図るとともに、ノーマライゼーション＊５の理念に基づき、誰にでも住みやす

いユニバーサルデザインのまちづくりを推進します。 

  

＊５ 障害者や高齢者など社会的に不利を負う人々を特別扱いするのではなく、すべての人が一般

社会の中で普通に生活を送る機会を与えられるべきであるとする考え方。 

  

②保健・医療の充実 

 すべての市民が心身ともに健康で充実した生活を送れるよう、各年代に応じた健康づ

くりを推進します。 

 保健・医療ニーズの多様化や高度化、さらに高齢社会に対応するため、医療機関の機

能分担と連携を図り、合理的な医療体制の確立を図ります。また、へき地医療の適正な

事業運営に努めます。 

 

③高齢者福祉の充実 

 高齢者が安心していきいきとした生活をしていくための施策として、保健事業の充実、

福祉サービスの推進、高齢者の社会参加と生きがいづくりに取り組みます。 

 在宅での生活が困難な要介護高齢者が適切な介護を受けられるよう、介護保険サービ

スの体制づくりに努めます。 

 

④子育て支援の充実 

 子育て支援を社会全体の取り組むべき課題として位置づけ、「子育てと仕事の両立支

援」、「家庭における子育て支援」、「地域社会及び関係機関と手を取り合った子育て支

援」、「子育て費用の軽減」等に積極的に取り組みながら、安心して子育てできる環境づ

くりを目指します。 

 また、幼稚園と保育所の一体的運営を検討し、０歳児から就学前児が一体的に利用で

きる施設整備を検討します。 

  

⑤障害福祉の充実 

 就労機会の拡充、生活支援事業、物的な社会環境整備等、障害者の完全参加と平等、

社会的自立の実現に向けて、総合的な障害者施策を推進します。  
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⑥社会保障、年金・保険の充実 

 生活保護の相談、自立支援の拡充を図るとともに、保護の適正実施の推進に努めます。 

 また、無年金者を出さないことを目標に加入を促進するとともに、国民健康保険事業

や介護保険制度においては、健全かつ円滑な運営に努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ 5 ） 歴史と個性が輝く学びのまちづくり 

①生涯学習環境の整備 

 生涯のそれぞれの時期に学習機会を持ち、国際化・高度情報化社会に対応できる市民

性を育みながら、文化的で創造性に富む生涯学習社会の実現を目指します。また、公民

館を拠点とした地域住民の学習活動と実践活動を通じ、市民の連帯意識の向上を図るな

ど、さまざまな環境や施設の整備に努めます。 

  

②学校教育の充実 

 小・中学校の施設の耐震化や一層の充実、老朽化施設の改築等、子どもが安全・快適

に学べる環境づくりを行います。 

 また、特色ある学校づくりのための自主活動等を支援するとともに、自ら学び、主体

的に判断し行動する力を身につけた、時代の変化に対応できる人づくりに努めます。 

  

③就学前教育の推進 

 就学前教育においては、保育所と幼稚園の機能を活かし、一体的運営や合同保育等幼

保の連携の在り方について検討を進めていくとともに、両施設における教育内容の一層

の充実を図り、基本的生活習慣の育成や生きる力の基礎を培っていきます。 

  

④人権教育・啓発の推進 

 「人権尊重」を基本理念に、すべての人々の人権が尊重される社会を築くため、市民

一人ひとりの人権感覚を育む教育・啓発活動を推進します。 
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⑤青少年の健全育成 

 青少年健全育成の立場から、問題行動の早期発見・解決、問題状況に即応した相談活

動の充実に努めます。また、家庭や地域社会、関係諸機関との密接な連携を図るととも

に、子どもたちを取り巻く社会環境の浄化・整備に努めます。 

  

⑥男女共同参画社会の実現 

 「基本的人権の尊重」と「男女平等」を基本理念として、男女があらゆる分野に共に

参画し、共に責任を担うべき社会を創造していくことを目標に、男女共同参画社会の実

現を目指します。 

  

⑦スポーツ・レクリエーションの振興 

 体育団体やスポーツクラブの育成など学校や社会における体育・スポーツ活動の振興

を図り、市民の健康と体力の保持増進、明るく豊かな活力ある人づくりを進めます。 

 また施設の整備と合わせ、市民の相互交流の場ともなる、健康づくりやスポーツの各

種イベントを積極的に展開します。 

  

⑧文化の継承と創造 

 文化財の現状把握と適正な管理・保存に努めるとともに、文化施設等を拠点とした市

民参画、市民主導型の多様な芸術・文化活動を支援します。 

  

⑨国際・地域間交流の推進 

 市民主体の教育、文化、スポーツ、産業など多方面にわたる国際交流活動・地域間交

流活動を進め、地域の活性化、人づくりを促進します。 
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（ 6 ） 参加と協働のまちづくり 

①地域コミュニティの形成 

 市民が相互に交流し、連帯感を深めながら主体的にまちづくりに参画することができ

るように、コミュニティ意識の醸成と自治会などへの参加の促進、活動拠点の充実と自

主管理の促進を図ります。離島及び山間辺地地域では、地域振興策とともにコミュニ

ティ活動の推進を図っていきます。 

 

②市民と行政によるまちづくり 

 広報の充実、情報公開の推進を図るとともに、多様化する市民ニーズを的確に把握で

きるよう広聴活動を推進し、開かれた行政を目指します。 

 また、ボランティア団体・グループ、ＮＰＯ等の育成、支援を通じて、まちづくりの

ための人づくりを推進します。 

 

③行財政の環境整備 

 市民の満足度を高める行政サービスの提供、効率的経営の視点を持った運営体制の確

立を基本として、政策自治体への脱皮、計画行政の推進など、新たな行政ニーズに的確

かつ弾力性を持って対応できる質の高い行政運営を目指します。 

 また、中長期の財政の見通しに基づき、経常的経費を抑制し、投資事業の必要性と効

果を十分に考慮した健全財政の確立による効果的な財政運営を進めます。 

 市庁舎等の整備にあたっては、計画的な財政措置を図るとともに、災害時の対策を迅

速かつ効果的に実施できる防災拠点機能を充実させます。また、周辺環境とも調和した

新市の顔としてふさわしい空間づくりに努めます。 
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Ⅴ 公共的施設の統合整備 
 

 公共的施設の統合整備については、市民生活に急激な変化を及ぼさないよう十分配慮し、

地域の特性やバランス、さらには財政事情等を考慮しながら進めていきます。この検討に

あたっては、行財政運営の効率化はもとより、既存の公共的施設の有効利用・相互利用等

を総合的に図り、市民サービスの低下を招かないよう配慮します。 

 新たな公共的施設の整備についても、事業の効果について十分に議論を行うとともに、

既存の公共的施設を可能な限り活用するなど、効率的な整備に努めます。 

  

合併以前の町役場については、他の公共的施設との複合的な利用や市民活動の拠点とす

るとともに、ネットワークの強化により、市民生活に密着した行政サービス提供の場とし

ての活用を図ります。 
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Ⅵ 財政計画 
 

（ 1 ） 位置づけ 

 この財政計画は、合併後の新市の財政運営の見通しをたてるため、市町村の合併の特

例に関する法律第５条の規定に基づき作成するものです。 

 

（ 2 ） 計画期間 

 この計画の計画期間は、平成18年度から平成32年度までの15年間とします。 

 

（ 3 ） 対象 

 この計画は、普通会計を対象として策定したものです。 

 ただし、阿南消防組合・阿南市外二町衛生組合の会計を加味して試算しています。 

 

（ 4 ） 基本的な考え方 

 この計画は、新市の財政運営上の目安となるよう、全体的な方向性を示すものとして

作成しています。依存財源については過大に見積もることがないよう、また、国、県か

らの財政支援措置については、有効に活用することとして計画の中に算入しています。 

 なお、新市の健全な財政運営を確保するため、合併の効果を最大限に活かしつつ、歳

入確保・歳出削減に向けた継続的な取り組みを行うこととします。
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